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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期連結
累計期間

第67期
第３四半期連結
累計期間

第66期

会計期間
自平成23年７月１日
至平成24年３月31日

自平成24年７月１日
至平成25年３月31日

自平成23年７月１日
至平成24年６月30日

売上高 （百万円） 42,554 44,564 57,385

経常利益 （百万円） 1,839 1,153 2,346

四半期（当期）純利益 （百万円） 781 556 940

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 936 577 1,098

純資産額 （百万円） 12,599 13,150 12,761

総資産額 （百万円） 30,781 31,227 30,203

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 45.72 32.58 55.03

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円） － 32.47 －

自己資本比率 （％） 40.9 42.1 42.3

　

回次
第66期

第３四半期連結
会計期間

第67期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成24年１月１日
至平成24年３月31日

自平成25年１月１日
至平成25年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.38 15.42

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第66期第３四半期連結累計期間及び第66期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等による緩やかな回復に加え、

経済対策・金融政策の転換を好感した円安の進行及び株価の上昇により企業マインドにも改善が見られます。しか

しながら、国内では雇用・所得環境が依然厳しい状況にあること、また海外の欧州の債務問題、新興国の経済成長の

鈍化などの下振れ要因があり、企業の生産活動は依然として厳しい経済環境下にあります。

自動車業界においては、エコカー補助金の効果で9月まで需要は好調に推移しましたが、10月以降はその反動で減

少しております。国内新車の販売台数は前年同四半期連結累計期間（以降前年同期という）比で99.3％（日本自動

車工業会統計データ）とほぼ前年並みでしたが、期初の7月から9月が前年同期間比で114.2％の伸びだったのに対

し、以降の10月から3月は前年同期間比93.1％と減少に転じております。海外への輸出につきましては長期化する円

高への対応として海外生産へのシフトが進んだことおよび海外経済減速に加え対中関係悪化等の影響により、新車

輸出台数は前年同期比で88.4％と大きく減少しました。一方、中古車市場においては、9月まで新車販売が増加した

ことにより下取り車の増加などで当第３四半期連結累計期間を通じて中古車市場が活性化したため、前年同期比で

103.8％と前年を上回る結果となりました。

　こうした環境下で当社グループの主力セグメントである自動車関連事業においては、主要取引先である日産自動

車の新車販売台数減少に伴う新車輸送売上の減少はあったものの、地域に密着した営業活動の継続に加えて、輸送

商品ごとのきめ細かい付帯サービスの提供により、中古車の輸送売上高を伸ばし、自動車関連全体の売上高は前年

同期比で増加いたしました。一般貨物事業においては、主要取引先である家電業界の情勢は益々厳しい状況となり、

売上高は前年同期比で減少する結果となりました。また、ヒューマンリソース事業は、景気の不透明感のある中で、

積極的な営業活動および営業体制の強化により顧客開拓活動を強力に推進し、また軽作業派遣等の新規事業を積極

的に新規エリアへ展開しました結果、売上高は前年同期比で増加いたしました。

自動車の国内流通に関連する台数 単位：台

国内販売 平成23年7月～平成24年3月平成24年7月～平成25年3月 前年比

新車 　 　 　 　

国内メーカー *1 3,978,412 3,950,373 99.3%

（うち日産自動車） *1 (537,694) (506,360)(94.2%)

海外メーカー *2 228,598 254,858 111.5%

中古車 　 　 　 　

乗用車 *3 2,941,995 3,006,513 102.2%

軽自動車 *4 2,009,495 2,224,310 105.9%

中古車計 　 5,041,490 5,230,823 103.8%

永久抹消登録車 *3 270,164 252,897 93.6%

　 　 　 　 　

輸出 平成23年7月～平成24年3月平成24年7月～平成25年3月 前年比

国内メーカー新車 *1 3,891,039 3,439,386 88.4%

（うち日産自動車） *1 (606,334) (444,272)(73.3%)

中古乗用車 *5 720,943 869,919 120.7%

*1 日本自動車工業会統計より算出　　*2 日本自動車輸入組合統計より算出　　*3 日本自動車販売協会連合会統計より算出

*4 全国軽自動車協会連合会統計より算出　　*5 日本自動車販売協会連合会統計の輸出抹消登録台数より試算

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高445億64百万円（前年同期

比104.7％）となりましたが、商品構成の変化、短距離輸送の増加、および輸送の安定化に向けた輸送力強化

に伴う自社機材・人員の増強コストの増加により営業利益は10億99百万円（前年同期比60.1％）となりま

した。営業外損益は支払利息の削減等により54百万円（前年同期比505.7％）となりました。その結果、経常

利益は11億53百万円（前年同期比62.7％）、四半期純利益は5億56百万円（前年同期比71.2％）となりまし

た。
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①自動車関連事業

　当事業においては、当社の主要取引先である日産自動車の国内販売の売れ行きが10月から12月の間で鈍化

し、1月より回復に向かっているものの、国内新車販売台数は506,360台（前年同期比94.2％）となりました。

また、海外経済減速の影響を大きく受け、輸出台数は444,272台（前年同期比73.3％）と大幅に減少しまし

た。（日本自動車工業会統計データ）

　この影響を受け、日産車の新車輸送については売上減となりましたが、各営業所の進捗管理の厳格化や、Ｗ

ＥＢ受注および付帯サービスの充実によるお客様サービスの向上を目指した営業・マーケティング活動を

推進した結果、日産以外の新車・中古車の輸送台数を伸ばすことが出来ました。又、大型車整備センターの能

力増強に伴い、整備売上も拡大することが出来ました。

　これらの結果、売上高は330億87百万円（前年同期比104.3％）となりました。しかしながら、商品構成の変

化、輸送距離の短距離化、および輸送の安定化に向けた輸送力強化に伴う自社機材・人員の増強コストの増

加により、セグメント利益は17億26百万円（前年同期比76.4％）となりました。車両輸送事業は自動車販売

台数減という厳しい環境下にありますが、「中継輸送回数の削減による輸送品質の向上、納期の短縮、輸送コ

ストの削減」また、「自社輸送機材稼働率の向上による外注コストの削減」への取組みを徹底し、市場の需

要に左右されずに確実に収益を生み出せる体質の強化を推進しております。

②一般貨物事業

　当事業においては、主要取引先である家電業界は長期化する景気低迷により非常に厳しい状況が続いてお

り、石炭荷役も顧客設備トラブルによる需要減が影響し、売上高は47億77百万円（前年同期比94.2％）とな

り、セグメント利益は2億52百万円（前年同期比55.9％）となりました。現在、低採算事業の見直しや事業の

集約化を積極的に推進しており、早期に収益構造を改善することにチャレンジしております。

③ヒューマンリソース事業

　当事業においては、停滞している顧客企業の活動状況から、派遣・請負料金の引き下げ要請、稼働時間の短

縮、派遣・請負契約更新の打ち切りなど厳しい外部環境となっております。このような状況の中、当社グルー

プは積極的な営業活動および営業体制の強化により顧客開拓活動を強力に推進し、また軽作業派遣等の新規

事業拡大を積極的に新規エリアに展開しました結果、売上を増加させることができ、売上高69億26百万円

（前年同期比118.0％）を確保することが出来ました。セグメント利益は、収益性の高い商品への活動比重を

高めた結果、3億6百万円（前年同期比117.9％）となりました。

　

なお、上記セグメント別損益に含まれていない全社費用（当社の管理部門に係る費用）及びのれんの償却

額等は「第４『経理の状況』の『セグメント情報』」に記載の通り「調整額」の項目として計上しており、

11億87百万円となります。

次へ
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（２）財政状態

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ４億81百万円（3.8％）増加し、131億70百万円となりました。

これは主に、受取手形及び売掛金が12億38百万円増加し、現金及び預金が８億62百万円減少したことにより

ます。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ５億42百万円（3.1％）増加し、180億56百万円となりました。

これは主に、リース資産が５億78百万円増加したことによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ10億23百万円（3.4％）増加し、312億27百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ12億25百万円（14.2％）増加し、98億80百万円となりました。

これは主に、支払手形及び買掛金が９億38百万円、1年内返済予定の長期借入金が３億１百万円それぞれ増加

したことによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ５億90百万円（6.7％）減少し、81億96百万円となりました。

これは主に、長期借入金が11億69百万円減少したものの、それ以外の固定負債が増加したことによります。

この結果、負債は前連結会計年度末に比べ６億34百万円（3.6％）増加し、180億76百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ３億89百万円（3.1％）増加し、131億50百万円となりました。

これは主に、利益剰余金が３億68百万円増加したことによります。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株)
（平成25年５月14日）

上場金融商品取引所名 内容

普通株式 17,560,242 17,560,242東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 17,560,242 17,560,242 － －

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成25年５月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行されたものは含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
(百万円)

資本準備金残高
（百万円）

平成25年１月１日～

平成25年３月31日
－ 17,560,242－ 3,390 － 3,204

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませ

んので、直前の基準日である平成24年12月31日現在で記載しております。

①【発行済株式】 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     467,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,090,900 170,909 －

単元未満株式 普通株式       1,642 － －

発行済株式総数 17,560,242 － －

総株主の議決権 － 170,909 －

　

②【自己株式等】 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ゼロ

神奈川県川崎市幸区堀川町

580番地ソリッドスクエア

西館６階

467,700 － 467,700 2.66

計 － 467,700 － 467,700 2.66

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年１月１日から平

成25年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年７月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,772 3,909

受取手形及び売掛金 ※
 6,575

※
 7,813

たな卸資産 73 176

繰延税金資産 341 204

その他 966 1,107

貸倒引当金 △39 △41

流動資産合計 12,689 13,170

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,514 3,336

機械装置及び運搬具（純額） 183 221

工具、器具及び備品（純額） 56 57

土地 8,389 8,373

リース資産（純額） 798 1,377

有形固定資産合計 12,943 13,365

無形固定資産

のれん 2,137 1,890

その他 286 411

無形固定資産合計 2,423 2,301

投資その他の資産

投資有価証券 563 723

長期貸付金 104 114

繰延税金資産 742 768

その他 874 919

貸倒引当金 △137 △137

投資その他の資産合計 2,147 2,388

固定資産合計 17,514 18,056

資産合計 30,203 31,227
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,221 4,160

短期借入金 700 750

1年内返済予定の長期借入金 1,357 1,659

未払法人税等 380 329

未払消費税等 281 244

賞与引当金 409 210

その他 2,303 2,526

流動負債合計 8,654 9,880

固定負債

長期借入金 3,424 2,254

退職給付引当金 2,992 3,061

役員退職慰労引当金 379 413

繰延税金負債 76 76

再評価に係る繰延税金負債 1,088 1,088

資産除去債務 41 41

その他 784 1,259

固定負債合計 8,787 8,196

負債合計 17,442 18,076

純資産の部

株主資本

資本金 3,390 3,390

資本剰余金 3,204 3,204

利益剰余金 7,043 7,412

自己株式 △152 △152

株主資本合計 13,485 13,854

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △5 14

土地再評価差額金 △705 △705

為替換算調整勘定 △13 △12

その他の包括利益累計額合計 △724 △704

純資産合計 12,761 13,150

負債純資産合計 30,203 31,227
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 42,554 44,564

売上原価 36,878 39,240

売上総利益 5,676 5,323

販売費及び一般管理費 3,847 4,224

営業利益 1,829 1,099

営業外収益

受取利息 3 2

受取配当金 0 0

受取手数料 41 52

持分法による投資利益 13 28

その他 43 45

営業外収益合計 102 130

営業外費用

支払利息 84 66

その他 7 10

営業外費用合計 91 76

経常利益 1,839 1,153

特別利益

固定資産売却益 4 18

特別利益合計 4 18

特別損失

固定資産売却損 99 0

固定資産除却損 6 11

減損損失 27 16

その他 19 5

特別損失合計 152 33

税金等調整前四半期純利益 1,691 1,138

法人税等 910 581

少数株主損益調整前四半期純利益 781 556

四半期純利益 781 556
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成24年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 781 556

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5 19

土地再評価差額金 158 －

持分法適用会社に対する持分相当額 △8 0

その他の包括利益合計 155 20

四半期包括利益 936 577

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 936 577
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年７月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

　関連会社の金融機関からの借入及び金融機関が取引先に対して行っている支払承諾に対して次のとおり債務保

証を行っております。

　
　

　
前連結会計年度

（平成24年６月30日）
　

当第３四半期連結会計期間
（平成25年３月31日）

陸友物流有限公司 95百万円 116百万円

その他取引先　４社 96 91

計 192 207

　

　

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年６月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年３月31日）

受取手形 14百万円 19百万円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年７月１日
至  平成24年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年７月１日
至  平成25年３月31日）

減価償却費 442百万円 545百万円

のれんの償却額 246 246

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成24年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年９月29日

定時株主総会
普通株式 68 4.00 平成23年６月30日 平成23年９月30日利益剰余金

平成24年２月９日

取締役会
普通株式 68 4.00 平成23年12月31日 平成24年３月12日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年７月１日　至　平成25年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年９月27日

定時株主総会
普通株式 119 7.00 平成24年６月30日 平成24年９月28日利益剰余金

平成25年２月14日

取締役会
普通株式 68 4.00 平成24年12月31日 平成25年３月15日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年７月１日　至平成24年３月31日）　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 
自動車関連
事業

一般貨物事
業

ヒューマン
リソース事
業

計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高                         

外部顧客への売上高 31,696 5,055 5,801 42,554 － 42,554

セグメント間の内部売上高又

は振替高
33 16 67 117 △117 －

計 31,729 5,072 5,869 42,671 △117 42,554

セグメント利益 2,261 451 260 2,973 △1,144 1,829

（注）１．セグメント利益の調整額△1,144百万円には、全社費用△898百万円、のれんの償却額△246百万円、

セグメント間取引消去0百万円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社

の管理部門に係る費用であります。　

（注）２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年７月１日　至平成25年３月31日）　

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 
自動車関連
事業

一般貨物事
業

ヒューマン
リソース事
業

計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高                         

外部顧客への売上高 33,066 4,749 6,749 44,564 － 44,564

セグメント間の内部売上高又

は振替高
21 28 177 227 △227 －

計 33,087 4,777 6,926 44,792 △227 44,564

セグメント利益 1,726 252 306 2,286 △1,187 1,099

（注）１．セグメント利益の調整額△1,187百万円には、全社費用△942百万円、のれんの償却額△246百万円、

セグメント間取引消去1百万円が含まれております。全社費用は報告セグメントに帰属しない当社

の管理部門に係る費用であります。　

（注）２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成24年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年７月１日
至　平成25年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 45円72銭 32円58銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 781 556

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額

（百万円）
781 556

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,092 17,092

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
    － 32円47銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） － 55

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

　－　 －

（注）　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

　　　　潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

平成25年２月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………68百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年３月15日

　（注）　平成24年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年５月14日

株式会社ゼロ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成田　智弘　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊藤　直人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 善方　正義　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゼロの平

成24年７月１日から平成25年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年１月１日から平成25年

３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年７月１日から平成25年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。　

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

　

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ゼロ及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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